
事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅰ
　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
施策目標１１
　妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、地域・職場などの様々な場所で、
国民的な健康づくりを推進すること
施策目標１１－２
　生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図るとともに、がんによる死亡者の減少を図ること

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：150百万円）

　女性の健康づくりを支援するため、都道府県において、①乳がん・子宮がん②骨粗鬆症③若い女
性のやせ対策④更年期障害、更年期症状等について、下記事業等を例として、地域の実情を把握す
るとともに創意工夫をこらした事業を実施するものである。
a調査及び事業推進に係る企画・評価検討会
b地域における女性の健康に関する実態調査
c若年女性のための女性の健康手帳の作成・交付
d研修事業（健康相談員の育成等）

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

平成２０年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成２０年８月 担当部局名：健康局総務課生活習慣病対策室

女性の健康支援対策事業費

（１）必要性の評価
その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無

(理由)
新健康フロンティア戦略（平成19年4月18日、新健康フロンティア戦略賢人会議）に

おいて「女性の健康力」が柱の１つに位置付けられる等、国として女性の健康づくりを
総合的に支援する必要があるため。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
本事業により、国が都道府県での取組を促進することにより、地域における女性の健

康づくりに関する課題について地域の実情に応じた取組を実施することができ、健康へ
の意識が高まり検診の受診につながる。
民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)
本事業は、都道府県の取組に係わる費用の一部を補助する事業であることから、事業

の性質上、民営化や外部委託は困難である。

他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)

（２）有効性の評価
事業の有効性
本事業により、女性の健康づくりに関する地域の課題に応じた取組の立案・実施が可

能となり、その結果検診受診率の向上が見込まれる。

（３）効率性の評価
本事業は、女性の健康づくりに取り組む都道府県において、地域の実情を把握し、そ

れに応じた取組を実施するものであるため、地域の健康課題に対応した取組を効率的に
行うことができる。



施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

年月日 記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ 乳がん検診受診率（単位： 女性の健康づくりを支援する取組を実施することによ

％） り、健康への意識が高まり検診の受診につながる。
（前年度以上／毎年度）

２ 子宮がん検診受診率（単位 女性の健康づくりを支援する取組を実施することによ
：％） り、健康への意識が高まり検診の受診につながる。
（前年度以上／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び指標２は 「地域保健・老人保健事業報告の概況 （厚生労働省大臣官房、 」
統計情報部）による。

アウトプット指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ 本事業の補助件数 本事業がどれだけ実施されているかを示すもの。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、健康局総務課生活習慣病対策室調べによる。


